
 - 1 -

美唄市自立推進計画〔平成 20 年度見直し版〕（素案）との主な変更点 
H21.１.26 

＜変更箇所＞ 
２ 本市の「自立」をめぐる環境の変化 

 (3) サミット後の北海道経済の動き ～ 計画書 2ページ 
※変更理由：日銀札幌支店等の新しい景況判断が出されたため、最新のデータに入れ替えました。 
（素案）                    （計画） 

 
 
 
３ 目指す姿と今後の方向 
 (1) 分権型社会にふさわしい自治の実現 ～ 計画書 4ページ 
※変更理由：地方分権改革推進委員会からの第 2次勧告が提出されたため、記述を修正しました。 
（素案）                    （計画） 
 平成 20 年５月に「生活者の視点に立つ『地方政府』の確

立」を副題とする地方分権改革推進委員会の第１次勧告が

出され、11 月には国の出先機関に関する第２次勧告が予定

されているなど、地方分権改革が推進されようとしていま

す。（以下略） 

 平成 20 年５月に「生活者の視点に立つ『地方政府』の確

立」を副題とする地方分権改革推進委員会の第１次勧告が出

され、同年 12 月には国の出先機関等に関する第２次勧告が

まとめられるなど、地方分権改革が推進されようとしていま

す。（以下略） 

 
 
 

 
日本銀行札幌支店
金融経済概況 

（H20 年 11 月 10 日）

北海道経済産業局 
最近の管内経済概況 

（H20 年 11 月 11 日） 

北海道財務局 
管内経済情勢報告

（H20 年 10 月）

総括
判断

 道内の景気は、や
や厳しい状況にあ
る。 

 全体としては、弱
い動きが広がって
いる。なお、先行き
については、国内外
の経済情勢に引き
続き留意する必要
がある。 

 弱い動きがさ
らに広がってい
る。 

 

個人
消費

やや厳しい状況にあ

る 

弱い動きとなっ

ている 
弱含み 

観光
来道者数はやや厳し

い状況にある 

一段と弱い動き

となっている 

来道客数は前年

を下回る 

公共
投資 低調に推移している

低調となってい

る 

「下降」超幅が

縮小 

住宅
投資

振れを伴いつつ弱め

の動きとなっている

一進一退の動き

となっている 
前年を下回る 

設備
投資 堅調に推移している

概ね堅調な動き

となっている 

20 年度は前年度

を上回る計画 

生産
やや厳しい状況にあ

る 
弱含んでいる おおむね横ばい

雇用
動向

弱めの動きとなって

いる 

弱い動きとなっ

ている 
弱い動き 

企業
倒産

件数、負債総額とも

前年を上回っている

件数、負債総額と

も増加している 

件数、負債総額

とも前年を上回

る 

 
日本銀行札幌支店 
金融経済概況 

（H20 年 10 月 1日） 

北海道経済産業局 
最近の管内経済概況 

（H20 年 10 月 10 日） 

北海道財務局 
管内経済情勢報告

（H20年7月30日）

総括 
判断 

 道内の景気は、や
や厳しい状況にあ
る。 

 全体としては、弱
い動きとなってい
る。なお、先行きに
ついては、国内外の
経済情勢に引き続
き留意する必要が
ある。 

 一部に緩やか
な持ち直しの動
きが見られるも
のの、弱い動き
が広がってい
る。 

個人 
消費 

やや厳しい状況に

ある 

弱い動きとなって

いる 
弱含み 

観光 
来道者数はやや厳

しい状況にある 

弱い動きとなって

いる 

来道客数はおお

むね前年並み 

公共 
投資 

低調に推移してい

る 
低調となっている 

第 1四半期は前

年度を下回る 

住宅 
投資 

振れを伴いつつ弱

めの動きとなって

いる 

一進一退の動きと

なっている 
前年を下回る 

設備 
投資 

堅調に推移してい

る 

概ね堅調な動きと

なっている 

20 年度は前年度

を上回る計画 

生産 
概ね横ばいとなっ

ている 

横ばいであるもの

の、一部に弱い動き

が見られる 

基調としておお

むね横ばい 

雇用 
動向 

弱めの動きとなっ

ている 

弱い動きとなって

いる 
やや弱い動き 

企業 
倒産 

件数が前年を上回

ったものの、負債総

額が前年を下回っ

ている 

件数、負債総額とも

増加している 

件数、負債総額

とも前年を上回

る 
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４ 具体的な今後の取組み 
 ■アクションプランに追加した項目 ～ 計画書 6ページ 
※変更理由：No.23-2の特別職給与の見直しについては、さらに削減することとしました。 
 No.27-2については、市議会における協議の結果、平成 21年度から取組むこととされたため、項目を追
加しました。 
 No.43-2放課後児童施設負担金再改定については、市民意見を踏まえ、実施しないこととして、項目を
削除しました。 
 No.53-2へき地保育所保育料の再改定は、市民意見を踏まえ、急激な負担増加を抑制するため、3年間で
段階的に引き上げを行うこととしました。 
 No.99-5福祉タクシーの見直しと No.99-6特定疾患患者への交通費助成の見直しについては、市民意見
を踏まえ、事業を継続することとし、項目を削除しました。 
 No.99-8奨学金の見直しについては、社会福祉協議会の貸付制度が市の貸付制度より有利であるため、
これを活用することとし平成 21年度以降の新規貸付を廃止しますが、HCCについては社会福祉協議会の
貸付制度の対象外となっているため、市の貸付制度を残すこととしました。 
 No.99-7～99-9は、他の項目の削除に伴い、項目番号を繰り上げました。 
 No.122及び No.123は、市民意見を踏まえ、協働のまちづくりに関する項目を追加しました。 
 
（素案）                    （計画） 
No. 項   目 

実施予定 
年度 

備 考 No. 項   目 
実施予定
年度 

備 考 

23-2 特別職給与の見直し H21 
給与の削減
（市長 20％、
副市長・教育
長 15％） 

23-2 特別職給与の見直し H21 
給与の削減
（市長 30％、
副市長・教育
長 20％） 

    27-2 
議員報酬の削減・常任委員会行
政視察の凍結 

H21 
議員報酬等
約 12％削減 

43－2 放課後児童施設負担金再改定 H21 再改定  ＜項目削除＞   

53－2 へき地保育所保育料の再改定 H21 
保育料の引
き上げ 

53－2 へき地保育所保育料の再改定 H21 
保育料の段
階的引上げ 

99－5 福祉タクシーの見直し H21 
市独自分の
廃止 

 ＜項目削除＞ 
  

99－6 
特定疾患患者への交通費助成
の見直し 

H21 
市独自分の
廃止 

 ＜項目削除＞ 
  

99ー7 
季節労働者の冬期対策の見直
し 

H21 廃止 99－5
季節労働者の冬期対策の見直
し 

H21 廃止 

99－8 奨学金の見直し  
新規貸付の
廃止 

99－6 奨学金の見直し H21 
HCC を除き他
の制度活用 

99ー9 市広報紙配布謝礼の廃止 H20 
町内会等へ
の無償配布
の協力依頼 

99ー7 市広報紙配布謝礼の廃止 H20 
町内会等へ
の無償配布
の協力依頼 

122 地域応援チームの導入 H20 
地域の自主
的取組みへ
の支援 

123 
美しきまちづくりサポーター
制度の導入 

H20 
市の業務へ
の市民参加 

 ■効果額（実績と見込み） ～ 計画書 7ページ 
※変更理由：上記の「アクションプランに追加した項目」における修正に伴い、効果額を計算し直しまし 
      た。 
（素案）                    （計画） 
 
 
 
 
 
 
 
 

21年度

(見込み)

22年度

(見込み)
合　計

人件費の抑制 37,126 32,980 176,301

指定管理者制度

の導入
5,131

公共施設の効率

的運営
2,071 2,900 8,078

事務事業の見直

し
248 602 1,878

補助金の見直し 1,635 1,635 3,270

使用料等の歳入

確保
7,337 7,611 34,789

計 48,417 45,728 229,447

分 類
効果額　(万円)

21年度

(見込み)

22年度

(見込み)
合　計

人件費の抑制 37,976 33,734 177,905

指定管理者制度

の導入
5,131

公共施設の効率

的運営
2,071 2,900 8,078

事務事業の見直

し
268 407 1,703

補助金の見直し 1,251 1,250 2,501

使用料等の歳入

確保
6,947 7,386 34,174

計 48,513 45,677 229,492

分 類
効果額　(万円)
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６ 見直し後のアクションプラン 
 ＜アクションシート一覧＞ ～ 計画書 10ページ 
※変更理由：市民意見を踏まえ協働のまちづくりに関して、新たにアクションシートを追加しました。 
      そのほか、上記「４ 具体的な今後の取組み」における変更に伴い、関係するアクションシ 
      ートを変更しました。 
 （素案）                  （計画） 

No.16 地方公社（土地開発公社）の経営健全化 34  

 
 
 
 
 行財政改革に関するアクションシート No.1 ～ 計画書 16ページ 
※変更理由：市議会における見直し項目以外の自立に向けたこれまでの取組みを備考欄に追加しました。 
 
 （素案）             （計画） 
 
 
 
 
 
 
 
 行財政改革に関するアクションシート No.17 ～ 計画書 35ページ 
※変更理由：市民意見を踏まえ協働のまちづくりに関して、新たにアクションシートを追加しました。 

No.16 地方公社（土地開発公社）の経営健全化 34  
N0.17 協働のまちづくり 35 追加

 
 
 
 

備考

○市議会での取組み 
・議員報酬等の削減 
 Ｈ16.4.1～Ｈ19.4.30 期末手当の役職加算15％凍結 
 Ｈ20.4.1～Ｈ21.3.31 期末手当を3.7月に減額 
・行政視察の凍結（Ｈ20年4月から） 
 常任委員会道内行政視察、議会運営委員会道外行政視察の

 凍結 
・政務調査費の凍結（Ｈ20年4月から）  

 
 
 
 

備考 


